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英国における認知症当事者のケアとインフォー マルサ ビース
白 石 真　澄
1．はじめに
　先進国の中では高齢化の進展による認知症の増加で、認知症への社会的関心
が高まり政策立案が行われてきている。ロンドンでは2013年にG 8 による認知
症サミットが開催され、国際間での専門知識の共有、認知症の研究者育成、研
究資金の確保などが議論された。また認知症当事者1）と介護者の生活の質
（Quality of Life、以下QOL）にも注目し、社会的偏見の除去や介護負担を軽
減するイノベーションの推進なども議論に盛り込まれた。
　これに先立ち英国は2009年 2 月に「認知症とともに良き生活を送る認知症国
家戦略」を発表したが、その目的は認知症当事者とその家族の充実した地域生
活の実現である。国家戦略に続いて様々な施策を行った結果、英国では地域の
一次医療であるプライマリケアの認知症診断率の上昇、認知症の人に対する抗
精神病薬処方率の低下など具体的な成果がみられるようになった。
　本稿では今後、日本が認知症政策を進めていく上でわが国より先行し、示唆に
富む英国の認知症ケア政策を取り上げる。認知症当事者を中心に据え、医学的ア
プローチだけでなく環境との相互作用を考えたケアである「パーソン・センター
ド・ケア（Person Centered Care）」、タイムリーな発見・診断を行う認知症専
門機関「メモリーサービス（Memory Service）」、認知症専門の訪問看護師であ
る「アドミナル・ナース（Adminal Nurse）」、さらにボランティアによる定期訪
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問である「ビフレンディング・サービス（Dementia Befriending Service）」な
どは、今後わが国においても本格的導入が待たれる制度である。
　メモリーサービスは認知症の初期段階での発見につなげ、戸惑う家族のガイ
ド役として手助けし、アドミナル・ナースは実務的な助言者としての役割を果
たし、またビフレンディング・サービスは認知症当事者の話し相手や趣味・関
心の援助だけではなく、介護者の良き相談相手にもなる。
　高齢期のQOLの鍵は人間として当たり前の生活を維持することであり、そ
こには社会参加や親族・友人との社会的関係の継続が含まれている［岡田進一　
山田三知子，2014］ため、当事者だけでなく介護者のストレスや不安に寄り添
い介護者を含めたQOLを向上させられるかどうかが重要な鍵になる。
2．英国の認知症国家戦略について
　英国では増大する社会保障関係費を背景に1990年に「国民保健サービスおよ
びコミュニティ・ケア法（NHS and Community Care Act）」を制定し、介護
システムの大きな変革を行った。このコミュニティ・ケア法に基づき施設入所で
はなく可能な限り在宅生活が継続できるよう、地方自治体は在宅介護の包括的
責任を持つことになった。自治体は要介護者のニーズについてアセスメントの
実施、ケアプランの作成を行い、加えて民間セクターも含めた多元的なサービ
ス供給主体から効率的にサービスを提供する仕組みを構築しなければならない。
　また ’05年に施行された「メンタルキャパシティ法」で認知症当事者の意志を
尊重し、権利を守るためのケアの枠組みが定められたが［浅川澄一，2015］、こ
れはケアや医療の現場で認知症当事者の自己決定権を尊重し、自己決定のプロ
セスを透明化、厳格化することに影響を与えている。
　英国全体の認知症の数は2008年には70万人で英国経済に対する認知症の総コ
スト負担は170億ポンド2）であったが、2038年に認知症の数は140万人に倍増し
コストも500億ポンドになると予測される3）。英国政府は2009年 2 月「認知症と
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ともに良き生活を送る：認知症国家戦略」（Living well with dementia: A 
National Dementia Strategy、以下「国家戦略」と省略）を発表した。
　国家戦略は英国政府が政治的イニシアティブを発揮し、議会においても与野
党の垣根を超えた超党派で議論が行われ、策定にあたっては保健省プログラム
委員会の後援で作業部会が組織された。この作業部会では認知症当事者や関係
団体のニーズをボトムアップ型で聴取するため50以上の関係団体と4,000人以上
の関係者との意見交換、さらに全国53ヶ所での聴講会開催という過程を経て生
み出された。
　その後国家戦略に基づき ’09年から ’14年までの 5年間を認知症ケア改善に取
り組む集中改革期間と位置づけ、認知症の包括的な政策を打ち出してきた。国
家戦略の中には以下の 3つの基本理念と17項目の勧告が含まれる。
図表 1：英国認知症国家戦略の 3つの基本理念と17の勧告
① 認知症に関する偏見の除去と正しい知識の普及
② タイムリーかつ適切な診断と認知症当事者と家族への包括的支援・治療
③ 当事者、家族のニーズに基づいたサービスの開発
1 認知症の理解向上と支援 10 認知症とその家族への技術サポート、遠隔相談
2 認知症のタイムリーな診断とその家族への良質かつ丁寧な説明 11 ケアホームにおける生活の質の向上
3 認知症とその家族への確かな情報提供 12 認知症の終末期ケアの向上
4 診断後のケア、サポート、アドバイス 13 認知症の介護に携わる職員の教育と配置
5 地域でのピアサポートと学習ネットワークの開発 14 健康医療とソーシャルケアの連携
6 在宅介護への生活支援 15 アセスメントと規則の改善
7 介護者支援 16 研究結果の公表とそれへのアクセス
8 総合病院における認知症へのケアの質の向上 17 政府による基礎自治体および地域サービスへの支援
9 認知症への中間ケア（病院や施設から在宅への移行）
（出典）Living well with Dementia: A National Dementia Strategy　2009年
　上記17項目の勧告からも読み取れるように、国家戦略は社会に存在する認知
症への偏見と無知をなくし、タイムリーな診断・治療の徹底と診断後の迅速か
56
政策創造研究　第11号（2017年 3 月）
つ適切な治療、施設・在宅を問わず初期から終末期まで一貫した認知症当事者
への質の高いケアの提供といった包括的な内容となっている。この戦略を機に
地方自治体の責務を明確にし、国は各自治体が課題を克服するための実践的な
支援とガイダンスを提供してきた。
　次いで2010年 5 月の政権交代を受け、同年 9月に「認知症のための質的アウ
トカム：認知症国家戦略の事業に基づいて（Quality Outcomes for People with 
Dementia: Building on the Work of the National Dementia Strategy）」が発
表されている。「認知症のための質的アウトカム」の中では①タイムリーな診断
と支援、②総合病院における認知症対応の改善、③介護施設における認知症対
応の改善、④介護者支援の強化、⑤抗精神病薬使用の低減の 5項目を最優先課
題として掲げこれまで重点的な取り組みを進めてきた。
　国家戦略が策定された背景にはサッチャー政権以降推し進められてきた財政
支出削減の影響や英国独立政策監査機構NAOによる認知症政策の報告書で「節
約のための投資が必要である」と強調されたことも大きく関係している［西田
淳志，2015］。
　さらに2012年 3 月には「認知症に関する首相の挑戦（Prime Minister’s 
Challenge on Dementia）」が発表され、市民への啓発と地域づくり、ケアのさ
らなる質的向上、研究の強力な推進の 3つの課題が掲げられ政策推進体制の強
化が図られてきた。
3．パーソン・センタード・ケア
　英国の認知症政策の根幹をなす考え方は「パーソン・センタード・ケア」で
ある。パーソン・センタード・ケアはブラッドフォード大学の社会心理学者で
ある故トム・キッドウッド教授が提唱した認知症介護の理念であり、従来の医
学的モデルや介護者の論理に基づいた認知症の捉え方を見直し、認知症当事者
の個性や人生をとらえ、尊厳を保ちつつ“その人を中心とした最善のケア”を
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めざすものである。
　多くの人が「自分の人生を決定すること」を望み、同じ認知症であっても性
格や健康状態、過去の経験や人間関係などそれぞれが多様性に富む存在である。
たとえば認知症当事者が一日中徘徊を繰り返すのは体調不良を誰かに訴えたい
ケースもあるし、外に出ようとして施設のドアを叩き続ける場合は、友人・家
族との約束を思い出している場合もある。このようにパーソン・センタード・
ケアは当事者の行動と状況は認知症による疾患のみが作用するのではなく、環
境や心理との相互作用であるという考え方を採る。
　認知症になることで「何も出来ない人」と周囲からみなされ、歴史や人間関
係が本人の記憶から消えるかもしれない、そのためパーソン・センタード・ケ
アは周囲との関係を重視し、当事者の生きている世界を尊重することが大切で
あるという考え方でもある。
　またキッドウッド教授は①神経障害（アルツハイマー病や脳血管障がい等に
よる）、②性格傾向（気質・能力・対処方法）、③生活歴（生育歴・職歴・趣味）、
④健康状態、感覚機能（既往歴、現在の体調、視力・聴力など）、⑤その人を取
り囲む社会心理（周囲の人の認識・環境）の 5項目を認知症の状況に影響を与
えるものと規定している。さらに教授は、認知症を有する人の心理的ニーズと
して「共にあること」、「くつろぎ」、「自分らしさ」、「結びつき」、「たずさわり」
などを花の絵で表し、この 5つを実現することの重要性を説いている。
　英国ではパーソン・センタード・ケアが高齢者ケアを行う際の国家基準とし
て取り入れられており、この考え方は米国、ドイツ、オーストラリアなどにも
徐々に広がりつつある。わが国ではパーソン・センタード・ケアのワークショ
ップがスタートし研修も2011年度から開始されてはいるが、まだ取り組みは緒
についたばかりである。
　パーソン・センタード・ケアの具体的な方法は実際の介護現場で認知症当事
者の行動を 6時間以上連続して 5分おきに観察し、彼らがどのような行動をと
り、どのような状態であるかを記録する方法で、「認知症ケアマッピング
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（DCM）」というツールを用い、その結果を当事者の潜在的ニーズや必要なケア
の発見に役立てる。
　認知症ケアマッピング（DCM）の観察では、まず認知症をもつ人の行動を23
種類のアルファベットを用いて、「A＝話す」、「B＝自分からは何もしない」、「歩
く＝K」といった具合に、あらゆる行動を記録する。次いで先に観察した認知
症の人の行動をもとに、本人が「よい状態」にあるのか、それとも逆に「よく
ない状態」にあるのかを 6段階の数字を用いて 5分おきに記録していく。介護
現場では介護者との関わりも重要であり、認知症当事者にとって介護者の行為
が「その人の価値を高める出来事（PE：Positive Event）」か、「その人の価値
をおとしめる行為（PD：Personal Detraction）」であるかを観察しその状況も
記録していく。
　DCMでは得られたデータを定量的に分析するだけでなく、具体的なケアと
介護者との関連について定性的に検討することもでき、ケアの向上に役立つ豊
富な材料を提供することができる。日本のDCMの導入は2002年からの厚生労
働省の老人保健事業推進費補助金を受けた試験的なものであり、現段階では
DCMの導入は行政的に位置づけられていない［西田淳志，2015］。
4 ．認知症専門看護師「アドミナル・ナース」とは
　アドミラル・ナースとは国家戦略として認知症対策を打ち出した英国におい
て誕生した認知症専門の訪問看護師であり、認知症の当事者とその家族に向け
た個別支援を行う。1990年には第一号のアドミナル・ナースが誕生している。
認知症と思しき症状の出始めた家族を前にして周囲は戸惑い、不安やストレス
を感じることが多いが、アドミナル・ナースは家族を安定した状態に導き、認
知症のQOLの向上を目指した介護支援を行う。
　アドミラル・ナースはまず、認知症当事者と家族介護者が認知症への理解を
深めることを手助けし、具体的な医療・福祉サービスの説明をし、投薬指導や
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介護技術の向上と改善のための実践的な助言を行う。また認知症当事者とコミ
ュニケーションをする上での留意点を伝えたり、症状の進展について説明する
など家族介護支援と心理的なサポートも行う。アドミナル・ナースは 8段階の
資格に分かれており、精神医療看護師の資格も取る必要がある。このアドミラ
ル・ナースの助言が行われることで、介護者は早い段階で多くの情報から要介
護者にとって必要かつ的確な情報を取捨選択することができる。
　アドミナル・ナースの平均的な年間人件費は約2.8万ポンドであるが、認知症
当事者が施設や病院に移行するのではなく、自宅で生活を継続することにより
コスト削減が可能になる4）という。アドミナル・ナースは長期的に関わるので
はなく、その役割は初期の段階では集中的に関わるものの介護が安定すれば介
入を一旦終了し、支援チームに引き継いだのち［清水暢子，2015］、ナースは次
の患者に移行する。
　類似制度として日本では認定看護師制度があるが、これは特定の看護分野に
おいて熟練した看護技術と知識・経験を有する認定看護師を社会に送り出すこ
とを目的としたものである。2016年 1 月現在、21分野の認定看護師が存在し、
認知症分野については2004年11月に特定分野に組み入れられその後、2006年 7
月から認定が開始されており、全国で810名存在する5）。東京や大阪などの都市
部は50名から100名の認定看護師がいるものの、沖縄県ではわずか 1名など47都
道府県の中で25県での人数が一桁台であり、今後、認知症の急増を考えれば認
定看護師数の少ない県での人材育成が急がれる。
5．メモリーサービスとは
　英国では認知症と疑われる場合に真っ先に医療機関を受診するのではなく、
複数の専門家で構成されるメモリーサービスが認知症当事者の意思決定、家族
への情報提供とガイダンス、生活改善、投薬指導など初期に総合的な支援を実
施する総合調整役としての役割を担う。
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　メモリーサービスは認知症のタイムリーな診断・発見と支援を行う地域の拠
点として位置付けられており、65歳以上の高齢者人口 4万人に 1箇所の程度の
割合で設置されている［西田淳志，英国の認知症国家戦略，2015］。メモリーサ
ービスの位置付けは認知症が重度化する前に、初期段階での支援・治療を行う
ことで、認知症当事者が支援の在り方を自己決定し、家族への支援を含めた包
括的支援を行うことで在宅生活を継続させるメリットを持つ。
　認知症の疑いのある人はかかりつけ医からの紹介6）でメモリーサービスを訪
問する。メモリーサービスには多くの職種が関わり、上級・臨床心理士、作業
療法士、精神保健福祉士、アドミナル・ナース、ソーシャルワーカーなどがお
り、精神科医は判断を求められる場合に助言を行う。メモリーサービスは認知
症、記憶障害、精神疾患などの診断がつかず、混乱をきたしている患者と家族
に対し、 2 名一組で自宅を訪問しアセスメント指標を用いて調査を実施する。
アセスメントで得られた結果は週に 1度開催される医師を交えた診断会議で決
定され、その後家族にフィードバックされる。医師がメモリーサービスの構成
員として常時参加していないのは財政的な理由によるという。メモリーサービ
スはおよそ半年から 1年で役割を終え、その後、必要に応じて担当の医師に引
き継がれる。
図表 2：メモリーサービスのアセスメント項目（一部を抜粋）
患者の詳細 睡眠のパターン 精神状態・気分 喫煙習慣
現在抱える問題 栄養状態 行動 文化的背景
医学的な問題点 運転歴 社会的な背景 言語
病歴・精神病歴 日常生活能力（家族や近隣の支援の有無） 家族の歴史 リスク
服用中の薬 将来的なケアプラン 雇用の状況 介護者のニーズ
薬品アレルギー 代理人の有無 学歴
視力・聴力 行動・興味 住宅環境・居住の状態
移動と階段昇降の能力 利用可能なサービス（家族・外部のインフォーマルサービス） ドラッグの経験
（出典） Cognitive Dementia and Memory Service Best Practice　Guidelines　2013, Service Guidelines 
for Victorian Cognitive Dementia and Memory Services
 61
英国における認知症当事者のケアとインフォーマルサービス（白石）
　メモリーサービスのアセスメントの指標は図表 2に示したように、認知症当
事者の心身面以外に歴史、人間関係、文化的背景まで多岐にわたっている。
　英国のメモリーサービスと日本の制度が大きく異なる点は、初期に多職種の
専門家が客観的な判断をする点である。日本は認知症で介護申請をすれば、ま
ずひとりの調査員が家庭を訪れ、公的介護保険の認定調査が行われる。その際
には高齢者の食事・入浴・排泄・移動などの日常生活能力でアセスメントが実
施されるが、調査員のスキルや主観が認定結果を左右することもあるし、英国
のように社会的背景にまでは踏みこまない。
　 2点目の差異はかかりつけ医の診断、さらにメモリーサービスという段階を
踏んで、その後高度な医療が提供されることである。メモリーサービスによっ
て必要が認められた場合に脳の画像診断などが行われ、日本のように家族と患
者が脳神経外科などの専門医療施設に駆け込むようなことはない。
　 3点目の差異は介護する家族への支援に重点が置かれ、介護の場に当事者の
意志と家族の視点の双方を取り入れ、家族全員でうまく介護がこなせるようサ
ポートを行う点である。具体的には家族が介護や症状に対する対応力を向上さ
せ、認知症当事者とうまくコミュニケーションがとれるように補助するなど実
践的な内容である。
　わが国では各自治体の地域包括支援センターに認知症の初期集中支援の役割
が求められており、職員が家庭訪問をして認知症当事者のアセスメントを行う
ことになっている。現在まで国によるモデル事業が展開されその検証結果を見
て今後、全国での制度化が行われる。初期集中支援の開始は英国より10年弱遅
れているものの、医療と福祉の専門家が常駐する地域包括支援センター7）がタ
イムリーな介入をすることに期待がかかる［清水暢子，2015］。
6 ．ケアラー支援の強化について
　英国では1995年にケアラー法、さらに ’99年にはブレア政権下で、「介護者の
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ための全国戦略」が制定され、認知症を介護する家族もこの法律に基づき支援
を受ける権利を有することになった。政府は ’99年からの 3年間で 1億 4千ポン
ドの補助金を地方社会福祉サービス部、および国民保健サービスの共同事業に
加えている。ケアラー法の中では地方自治体には、①介護者に対する情報提供
や支援活動、②介護者の困難のアセスメントの 2つが義務として課せられてい
る。英国の介護者団体であるケアラーUKによると全英には650万人のケアラー
がおり、それは成人の 8人に 1人に相当し、またこの英国のケアラー達による
「無償介護労働」は日本円に換算して 2兆2610億円になるという。
　ケアラー法で規定されている内容は、ケアラーが一人の人間として尊厳を保
てること、身体的・精神的・心理的に健全であり続けられること、ケアラーの
仕事や教育、趣味や社会活動も重視された上で、認知症当事者に在宅ケアや施
設ケアのケアプランと支援が提供されることである。またケアラーが希望すれ
ば、被介護者とは別の場所でニーズアセスメントを受ける機会や、客観性を保
つため被介護者の担当ではないソーシャルワーカーによるニーズアセスメント
を受けることも保障されている。
　わが国では1995年に「育児・介護休業法」として従来の育児休業法に介護が
付け加えられ改正された。団塊世代が後期高齢者となる2025年問題を踏まえて、
政府は2020年初頭までに「介護離職ゼロ」を実現するため、必要な介護サービ
スの確保と働く環境改善・家族支援を両輪とした取り組みを実施してきている。
　2017年 1 月から、改正「育児・介護休業法8）」が施行され、①対象家族 1 人
につき通算93日まで 3回を上限に介護休業を分割取得可能で、休業期間中は雇
用保険から休業前賃金の40％を支給、②介護のための所定労働時間短縮措置（選
択的措置義務）については、介護休業とは別に利用開始から 3年の間で 2回以
上の利用が可能、③介護のための残業免除（所定外労働の制限）については対
象家族 1人につき介護の必要がなくなるまで可能という点が大きく変わった。
　介護者の負担を軽減するための高齢者の短期預かり、いわゆる「ショートス
テイサービス」などは公的介護保険制度の導入後、徐々に利用が進んでいる。
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2014年に北海道の栗山町社会福祉協議会が高齢者や障害者を介護する家族向け
に取り組みはじめた介護者の負担を「見える化」する「ケアラー・アセンスメ
ント」9）の例はあるが、わが国には英国のように介護者の権利やQOLを明確に
定めた法律はない。
　さらにわが国では公的介護保険が議論されたプロセスで家族に対する現金給
付は「介護者を家庭内介護にしばりつける」との理由で見送られたが、英国は
障害者や高齢者など介護手当を受給している者を週35時間以上介護する16歳以
上の者に対し、国からの介護者手当（週62.1ポンド　2016年度）が支給される。
また社会保険制度においても週20時間以上の介護に携わる者は、国民健康保険
料の納付が免除され、その期間中の基礎年金・付加年金の給付が保証される［井
上恒男，2016］。
　2015年 7 月に発表された厚生労働省の調査によると、’14年の日本人の平均寿
命は男性80.79歳、女性87.05歳でともに過去最高を更新した。一方、内閣府の
高齢社会白書によれば（平成27年）、2013年の時点における日本人男性の健康寿
命は71.19年、女性は74.21年である。生存期間である寿命と健康寿命の差は調
査期間が 1年ずれているものの男性で9.60年、女性で12.84年でこの期間に認知
症の発症や介護状態になる可能性もある。
　現在、日本では介護を理由に仕事を辞めていく、いわゆる介護離職は10万人
以上とも推計され、介護による心身の負担以外に介護離職による家計面への影
響は大きい。また男性も女性も10年近くの健康でない期間が存在することを考
慮すれば到底、現行の93日間の介護休暇では足りず、介護者のQOLや経済的
支援までを視野に入れた法律の制定が望まれるところである。
7．認知症ビフレンディング・サービスについて
（ 1）ビフレンディング・サービスの概要
　認知症のビフレンディング・サービスの主なねらいは認知症当事者の社会的
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孤立や本人の孤独感を取り除くこと、刺激を与え退屈を防ぐこと、また、本人
ができることを発見し、自立している意識を持たせ自信を付けさせることであ
り、その効果は広い範囲に及ぶ。認知症高齢者の社会的なネットワークの構築
は当事者自身の健康とケアサービスの質に大きく影響を与える。
　社会的ネットワークとビフレンディング・サービスに詳しい Georgina 
Charlesworth10）は「ビフレンディング・サービスは社会的支援の道標」と述べ
ている。
　ビフレンディング・サービスはロンドンのカムデン区にある慈善団体”Age 
UKカムデン”で2009年からスタートし、60人の専従スタッフと260人の”ビフ
レンダーズ”と呼ばれるボランティアが活動している。
　カムデンでのビフレンディング・サービスの提供には40名の無償ボランティ
アと有給職員のコーディネイターが関わり、利用者は無料でサービスを受ける
ことが出来る。コーディネイターの役割はボランティアの管理者であり、認知
症のアセスメント、ビフレンダーズの面接、トレーニング、アドバイス、ビフ
レンダーズと高齢者のマッチングなどを行う。ビフレンダーズは10代から70代
まで幅広い年齢層である。
　具体的なサービスは週に 1回の自宅訪問が原則で同じ曜日の同じ時間帯に訪
問し、ともに過ごす時間は 2時間から 4時間におよぶ場合もある。利用者が訪
問のアポイントを忘れてしまうこともあるため訪問する30分前には電話による
訪問の確認作業を行う。本人や家族についての話を聞いたり、i-padを用いて
認知症の高齢者が好きな映画を見たり、公共交通機関を用いて高齢者がビフレ
ンダーズとカフェやスーパーマーケットに出向いたり、薬局やクリニック、美
容院に行くなど外出もある［平成27年版高齢社会白書］。
　ビフレンディング・サービスは在宅だけではなく利用者が入院をした場合に
も継続して行われる。ビフレンディング・サービスに従事するビフレンダーズ
と従来のヘルパーの違いは、「世話をする人」と「世話をされる人」ではなく、
あくまでも対等で個人的な友人関係の構築である。カムデンの他、全英で現在
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170の独立した地域団体が活動している。
　ビフレンディング・サービスの目的は以下の 4つである。
●個人の趣味や興味の継続を支援
●レジャーや社会的活動を支援
●買物など通常の行動がうまく行えるよう支援
●普通の交際を実現
　ビフレンダーズが高齢者の一週間の行動を聞くことで記憶力を蘇らせ、一方
で高齢者がビフレンダーズのためにお茶を入れることでリハビリにつながり認
知症の進行を遅らせるねらいがある11）。認知症当事者との友人関係だけではな
く、ビフレンダーズが介護者の相談にも乗ることで介護者の抱えるストレスや
孤独感、プレッシャーを軽減する目的もある。ビフレンダーズと高齢者が 1対
1の場合だけではなく、介護者グループ同士が実際に集まり、ビフレンダーズ
とオンラインや電話で話をすることも可能である。
　支援者の候補であるビフレンダーズはまず認知症の人の家を訪問し、本人や
その状況を理解し、自分がビフレンダーズになれるかどうかを判断して慎重に
決定される。
　認知症当事者とその家族がさらなる専門的サービスを必要とした場合や精神
衛生上の課題を抱えている場合には、ビフレンディング・サービスから自治体
のヘルスケア部門に引き継がれる。
　ビフレンディング・サービスがめざす認知症当事者のネットワークづくりの
類型には①家族内部に限定　②地域に統合することをめざす　③地域の一部と
のネットワーク　④より広いコミュニティに焦点をあてるもの　⑤当事者との
関係づくりに限定したもの　という 5つのタイプがある。
　認知症当事者や家族がビフレンディング・サービスの提供を受けたい場合、
イギリス最大の高齢者向けボランティア団体であるAge UK12）、ロイヤルボラ
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ンタリーサービス13）、英国アルツハイマー協会もしくは、住んでいる地域のGP
プラクティス14）に問い合わせる。
（ 2）ビフレンダーズの資質と人材育成
　英国アルツハイマー協会によればビフレンダーズとしての資格、経験は必要
ないもののまず、①認知症や介護者の状況、社会へのインパクトについて学ん
でいくこと　②傾聴力とコミュニケーション能力に富むこと　③大きなチーム
の一員である自覚を持てること　④機密保持の必要性を理解している　⑤さま
ざまなバックグラウンドの相手に尊厳を持って対応すること　⑥読み書きの能
力を有すること　⑦質の高いサービスを提供する努力を惜しまない　⑧自分の
役割を果たすためのトレーニング・学習の機会に参加することなどの条件が掲
げられている。
　ビフレンダーズの研修のために国民保健サービスが実施した調査研究プログ
ラムである BECCA プロジェクトによって得られた成果から“Befriender 
Training”15）という100ページ以上にわたるマニュアルが作成されており、ビフ
レンディング・サービスを行う機関に対してはビフレンダーズの登録と適性を
スクリーニングする責務が示されている。またビフレンダーズを目指す個人に
対しては認知症当事者と家族の権利、ビフレンダーズがなすべきこととやって
はいけないこと、緊急時やトラブルの対応、傾聴力を高めるためのトレーニン
グやその事例、金品の授受に関するルールなどについて段階的に学べるような
構成になっている。ビフレンディング・サービスの運営が170の民間地域団体に
委ねられているものの、ビフレンダーズの人材育成プログラムについては自治
体の専門職員、大学の研究成果、当事者団体の意見などを踏まえてマニュアル
が作られており、ビフレンディング・サービスを提供する団体の後押しとなっ
ている。
　また英国アルツハイマー協会がビフレンダーズ育成のために提供するサービ
スの内容として、導入研修、能力開発のための研修、個別もしくはグループに
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よる相談なども支援している。
8．わが国の認知症高齢者数と介護の実態
　2000年 4 月に創設された公的介護保険制度も17年目に入り、介護の社会化に
向けた仕組みは整いつつある。しかしながら依然として介護の中心は家族であ
り、いわば無償労働によって支えられているといっても過言ではない。したが
って認知症当事者の介護を支える最重要課題は家族介護者支援策である［西村
昌記，2017］。
　65歳以上の高齢者の認知症患者数と有病率の将来推計についてみると、2012
年は認知症患者数462万人と65歳以上の高齢者の 7人に 1人（有病率15.0％）で
あったが、2025年には約700万人、高齢者 5人に 1人が認知症になると見込まれ
ている。本来認知症と診断される人の40～60％が未診断で、初期の発見と適切
なタイミングでの受療機会を逃し症状の悪化や地域生活の中断につながってい
ることを考えればこの推計値はさらに増える可能性もある。
　また国民生活基礎調査（厚生労働省　2013年）によれば介護が必要となった
主な原因として脳血管疾患（全体の18.5％）に次いで第二位に認知症（同15.8
％）が上がっている。介護が必要な高齢者を65歳以上の人が介護している状態
を「老々介護」と呼ぶが、高齢者のみの世帯が増加する中、自宅で要介護者を
主に介護する介護者が65歳以上の割合は全体の51.2％、介護者と要介護者がと
もに75歳以上という状態は29％にもなる。
　さらに認知症高齢者が認知症高齢者を介護する「認認介護」の割合について
の統計はないが、80歳前後の認知症出現率を 2割と仮定して考えるとこの割合
は11組に 1組と推測される。認知症は軽度から重度へと段階的に進行していく
病気であり各段階での適切な支援が必要で、また認知症当事者にもその介護者
にも「より良く生きたい」という思いがあり、英国のようにQOLを重視し、両
者が心豊かに過ごすための制度づくりが必要である。認知症高齢者の居場所は
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介護・医療施設と自宅の割合が半々であることから、とりわけ在宅介護者への
負担軽減は重要な課題である。
　2000年に始まった公的介護保険制度によって認知症の人に対する介護サービ
ス量は増加したが、現実的には話し相手や楽しさを伴う趣味的活動など介護保
険制度ではカバーされにくいニーズも存在し、家族に加えボランティアや隣人・
友人といったインフォーマルな主体で実施できるものも多い［中山慎吾，2011
年］。
　2012年に行われた「認知症者の生活実態調査結果16）」によれば、認知症当事
者が家族以外のインフォーマルサポートを受けている頻度は極めて少なく、図
表 3に示すように民生委員の支援を受けていない割合は86.4％、近隣住民によ
る支援を受けていない割合は78.5％、友人からの支援を受けていない割合は83.7
％、ボランティアからの支援を受けていない割合は96.7％と家族以外のインフ
ォーマルな支援は極めて少ない。言い換えれば認知症の人間関係は多くが家族
のみで、常に「介護する側」と「される側」であり、認知症当事者の社会との
交流や介護者のストレス軽減の観点からも家庭内にインフォーマルな人間関係
を取り込む機会を模索すべきである。
図表 3：インフォーマルな社会資源の利用状況
（出典）「認知症者の生活実態調査結果」日本医療福祉生活協同組合連合会　2012年調査
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　さらに介護者が在宅介護において求めているものは、介護保険制度導入以前
では「自分の自由な時間を作れるように希望に合わせて手助けしてくれる人」、
「身体の移動や入浴の手助け」「食事の準備・洗濯などの家事」がトップ 3であ
り、介護保険制度導入後10年を過ぎた時点では「医療などの専門的な相談」、「自
由な時間を作れるように希望に合わせて手助けしてくれる人」、「介護方法など
の相談」となっている。この結果が示すように介護保険の導入後10年を経て一
定の介護サービスが供給されているものの介護者は自分の自由な時間が作れて
いないことが明らかである［羽生正宗、2011年］。
9 ．政策面におけるインフォーマルな支援の位置づけ
（ 1）新オレンジプランの制定で示された地域社会の重要性
　2012年 9 月に厚生労働省が認知症施策の具体的な数値目標を定めた「認知症
施策推進 5か年計画（オレンジプラン）」（2013～2017年度）を策定し、その後、
専門家による会議が重ねられオレンジプランを修正した「認知症施策推進総合
戦略（新オレンジプラン）」が発表された（2015年 1 月）。新オレンジプランは
厚生労働省のみならず関係省庁が共同して策定し、認知症の人の生活全般に及
び、新しい項目の追加や目標値の引き上げを行っていることが特徴である。新
オレンジプランの中で「終わりに」として、「認知症高齢者等にやさしい地域の
実現には国を挙げた取組みが必要で関係省庁の連携はもとより、行政だけでな
く民間セクターや地域住民など様々な主体がそれぞれの役割を果たしていくこ
とが求められる」、「認知症に優しい地域を創るには認知症の人権を尊重し、困
っている人を手助けするコミュニティの繋がりこそが重要である」との記述が
なされインフォーマルな関係性の重要性についても言及されている。
　この中で認知症への理解を深めるための啓発の推進や認知症サポーターの人
数の目標数値を800万人（2017年）にすること、2018年度からすべての市町村に
配置される認知症地域支援推進員等の企画で、認知症当事者と介護者への支援
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を行う認知症カフェ17）の設置をすることが決定されている。認知症サポーター
とは「認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守り、支援
する応援者」である。認知症サポーターになるには、認知症サポーター養成講
座の講師であるキャラバン・メイトが開催する概ね60～90分の「認知症サポー
ター養成講座」の受講が必要となる。
　また、認知症当事者の人間関係を広げる認知症カフェは2015年度において47
都道府県722市町村で2,253箇所が運営されている。さらに2016年度は家族の仕
事の都合や地理的事情からカフェに頻繁に通えない人ために認知症カフェから
認知症当事者の自宅に「認とも」と呼ばれるボランティアの話し相手を派遣す
ることを決定した。
（ 2）「認とも」の育成における課題
　2016年 4 月から市町村に配置されている認知症地域支援推進員は新しい業務
として①「認とも」の育成・支援　②「家族向け介護教室の開催」の二つをす
でにスタートさせている。厚生労働省は「認知症サポーター」や「認とも」が
自宅訪問を行う市町村に対し、活動費の助成で ’16年度に26億円を計上した。「認
とも」は認知症地域支援推進員の企画・調整のもとで、認知症の人の自宅を訪
問して一緒に過ごす取り組みであり、認知症当事者の話し相手になることで本
人の生きがいを作り家族の負担を軽減する。また「家族向け介護教室」は認知
症に関する基本的な知識や介護技術の習得、関係制度の理解などを目的とした
勉強会である。
　この「認とも」は「認知症カフェなどの運営に参加しているボランティアの
中から一定の資質を有する者（認知症サポーターの上乗せ講座を修了した者な
ど）」で、それらは地域住民や学生ボランティア、元気な高齢者であることが多
い。
　しかし公益財団法人「認知症の人と家族の会」の調査からは「認とも」を派
遣する認知症カフェの運営面や専門性、持続性、人材育成の方法にも課題がう
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かがえる。この調査結果では認知症カフェの支援スタッフの約 4分の 1は市民
ボランティアで年間運営費は200万円未満が 4割を占め、資金面、人材面では厳
しい状況である。その理由としては、利用者の 1回の利用料が300円未満で運営
経費を利用料収入に頼れないこと、公益性の高い事業であるにもかかわらず公
的助成金を受けているのは約 2割しかない点である。
　英国では前述したように地域団体でのビフレンダーズのスクリーニングの実
施と支援、教育のための研修マニュアルが用意されている一方、わが国では「認
とも」の質をどこまで向上させられるのか課題が残る。認知症当事者がひとり
暮らしの場合、自宅という密室での認知症の当事者との交流は第三者の目に触
れにくく金銭管理や権利擁護の点でも不安がある。今後、「認とも」として活躍
するボランティアは研修などで認知症に対する知識を深めることが望ましく、
「認とも」の派遣側も事故の際の対応や人材の資質についてのチェック体制など
を考えていく必要があろう。
10．まとめ
　本稿では英国における認知症の国家戦略とわが国に先駆けて実践されている
複数の取り組みを紹介してきた。わが国では認知症に対する理解が十分に進ん
でおらず「認知症の人はできない」、「認知症の人は何も感じない」といった画
一的な認知症像が社会に存在している。活き活きと生活している当事者の姿を
映像で出し「私は認知症を有しているが、同時に生活・人生も有している」と
社会に向けたキャンペーンを行い、未来に希望を与えるメッセージを発信して
いる英国の取り組みに学ぶべき点がある。認知症になると出来なくなることも
多い一方で、残された機能も多くその機能は人によって様々である。認知症専
門医からは「認知症の人も生活上の問題や苦手なことを自覚しながら生活し不
安を抱えている」との報告もあり、その解明についてははまだ研究途上である。
最も大事なことは認知症に対する誤解や偏見を取り除き、認知症に対する社会
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の理解を深めていくことである。
　次に重要な点は認知症当事者に医学的診断のみを下すのではなく、職業歴、
生きてきた時代背景や生活環境、抱えている問題といった社会的アセスメント
が求められており、それに基づいて専門知識を有するものからのナビゲーショ
ンと包括的支援が実施されることが望ましい。英国のメモリーサービスとアド
ミナル・ナースは全人格的に認知症の当事者を捉えることで活動している。「権
利擁護業務」「総合相談支援業務」「介護予防ケアマネジメント業務」「包括的・
継続的ケアマネジメント支援業務」の 4つを主な業務とし、包括的支援をめざ
す各自治体の地域包括支援センターが認知症当事者のニーズに応えた機能を発
揮しているのかについて今後、調査分析が進むことを期待したい。
　 3点目として認知症の半数が自宅で生活し、昼夜問わず続く介護の精神的・
肉体的負担と公的介護保険制度導入後もその負担は大幅に軽減されていないこ
とを考えれば、消費税増税など財源確保と介護サービスの量的拡大をセットで
考える時期に来ている。すべて国の公的介護保険のもとで全国一元的なサービ
スにするのか、また家事援助などの軽作業は有償ボランティアで担わせると言
った効率化や自治体独自の制度導入の議論もされるべきである。
　 4点目として認知症の当事者がこれまで生きてきたように人間として当たり
前の暮らしを実現するには、英国ですでに行われているように家族以外の社会
との関わりや個人の趣味・興味・レジャーの継続が必要である。認知症の当事
者は一方的に介護され、庇護される対象ではなく、英国のビフレンディング・
サービスで見られるようにビフレンダーズにお茶をふるまい、ギフトを送るこ
とも出来る。介護・支援が必要な認知症当事者が他者に貢献し、尊厳を保てる
仕組みを作ることも求められている。
　 5点目として家族介護者は食事、排泄、入浴という日々の三大介護に追われ、
認知症当事者の趣味や外出支援欲求を十分に果たすことは難しいし、一方で介
護を受けている側が日々の不満や不安を一生懸命介護してくれている家族に吐
露することも憚られる。家族でなければ出来ないことは多々あるが、ボランテ
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ィアなどインフォーマルな立場でしか出来ないこともあるのではないだろうか。
　日本でスタートした認知症サポーターや認ともが今後、インフォーマルな立
場で悩みを聞く話し相手になり、外出の付き添いや趣味をともに楽しむ役割と
して活動する事に対する期待は大きい。
　こうしたボランティアの活動を支えるには専門家による後方支援とフォロー
体制づくり、ボランティアの技能や性格を踏まえた認知症当事者とのマッチン
グ、マニュアル作成、豊富なトレーニング機会の提供など、地域の認知症カフ
ェおよび地域包括支援センターで連携し管理運営体制を充実せさることが求め
られる。
　最後に介護による離職者が増え続ける中で、介護者の負担を「見える化」し、
アセスメントするなど、彼らの権利擁護と経済的支援も視野に入れた法律制定
が急がれるべきである。
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注
1 ） 本稿では主に認知症高齢者を対象にした政策を論じているが若年性認知症を含む場合も
あり、「当事者」という表現で統一した
2） Living well with dementia: A National Dementia Strategyによる
3） Dementia UK試算による
4） ロンドン郊外のサットン地区の介護者支援団体「サットン・ケアラーズ・センター」に
よれば 3人のナースが16の家族に対し支援活動を10ヵ月続けて、50万ポンドの削減につな
がった
5） 2016年のデータ　日本看護協会調べ
6） かかりつけ医からの紹介以外に自治体からの紹介やアドミナル・ナースによる紹介もある
7） 地域包括支援センターの主な設置主体は各自治体で保健師もしくは看護師、社会福祉士、
 75
英国における認知症当事者のケアとインフォーマルサービス（白石）
主任ケアマネージャーが配置される。地域拠点として、介護だけでなく福祉、健康、医療
など様々な分野から総合的に高齢者とその家族を支える
8） 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」が正式名称
9） 在宅サポーターと呼ばれる社会福祉協議会の職員が自宅を訪問し、介護者の負担感や心
理状態を 5段階で評価し、程度に応じた家族支援を行う。
10） Clinical and Health Psychology of Old Age at University College Londonの講師
11） 平成27年版高齢社会白書（内閣府）
12） Age UKのもとに英国全土で150の地域団体を有し、75,000人以上のボランティアが高齢
期の人生を最大限に活用できるよう支援している。キャンペーンや情報提供やネットワー
クづくりなどの業務を行う。
13） 国内最大のボランティア組織で35,000人のボランティアが、高齢者が積極的に自立し、社
会に貢献し続けることを支援。チャット、買い物や図書の収集、電球の交換などの家事支
援、病院への付き添いなどを実施。
14） 一般開業医（GP）を意味し、急性および慢性疾患を治療し、患者に予防的ケアおよび健
康教育を提供する医師
15） このマニュアル作成にはノーフォークやサフォークといった複数の自治体のソーシャル
サービス部門も知見を提供し関与している
16） 日本医療福祉生活協同組合連合会が実施した調査。調査対象は、同連合会に加入してい
る111生協のうち、101生協（39都府県）の居宅介護支援事業所296事業所（うち地域包括支
援センター18）の利用者29,945名（認知症自立度：自立含む）、回答数は4,657名。
17） カフェは通所介護施設や公民館の空き時間を活用して、 1～ 2 回／月程度の頻度で開催
（ 2時間程度／回）、活動内容は特別なプログラムは用意されておらず利用者が主体的に活
動する。
